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論文の概要 
参院選等の有権者について、年齢別投票率の差と高齢化に着目し、若者と高齢者の

投票率を被説明変数として都道府県別のパネルデータ分析を行うことで、高齢者の投
票率に転入人口、公債残高、所得、財政力指数等が影響していることを明らかにして
いる。また、若者投票率向上の政策を立案するための基礎資料として、若者の投票率
に有効求人数、転出人口、公債残高、知事任期等が影響していることを示している。 

論文審査会コメント 
投票率の説明要因を年齢階級別に適切に組み合わせて明らかにしている。 
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「若者の投票率はなぜ低下したのか」 
―都道府県別・年代別投票率パネルデータ（2000-2020）分析― 

市橋来夏*・菊田葵*・工藤桂菜*・瀧井日奈子* 

*:  津田塾大学 総合政策学部 総合政策学科 

１．研究背景・研究目的 

 高齢化の進む日本では、有権者の高齢化が顕著である。参議院議員選挙(以下参院選)を例にすると、有権

者のうち 60 歳以上の構成比率は、2001 年には 32.4％であったが、2019 年には、41.3％となっている(図 1-

(a)(b)参照)。1 そして有権者の高齢化以上に加速しているのが、「投票者の高齢化」である。投票者のうち

60 歳以上の比率は 2001 年から 2019 年の間に 38.4％から 48.8％へと約半数を占め、有権者の高齢化を上回

る伸びを見せている。  

一方、投票者のうち、39 歳以下の比率は 22.0％(2001 年)から、18.5％(2019 年・18 歳と 19 歳を含む)に

低下している。このように投票者が有権者より更に高齢化する理由は、若年層(39歳以下)の投票率が高齢層

(60歳以上)に比べ、著しく低いためである。若年層の投票率が高齢層より低い傾向自体は他国にも見られる

が、OECD(2011)加盟国では平均して 12.1％の差であるところ、日本は 25.2％と英国に次いで高い水準である。
22019 年における投票者構成比／有権者構成比をとると、39 歳以下は 0.7 に縮小し、60 歳以上は 1.2 に拡大

する(図１-(b)参照)。その結果、若年層の高齢者に占める投票者数上の影響力は、有権者数上の影響力に比

べ半減する。 

このような若年層と高齢層の投票率の差は、日本でも 1970 年代は 10％程度であったものが、1990 年代に

は 20～30％程度、2010 年代は 30～40％程度に拡大している。若者が投票に行かなくては、ますます政治に

若者の意見が反映されなくなってしまう。そして、若者が将来的に生きてゆく社会の制度が、若者不在で決

まってしまう。この課題に対し、個人への意識調査等の調査結果は多い。3 また、その多くは社会全体の投

票率の低下を対象とした、性別/世代間影響4 5 6、就業状況7 8、投票環境9、財政構造10、政党の選択11など着

眼点は多岐に渡る。しかし実際の年齢別投票率を論じた研究は、日本では三船・中村(2010)のみだ。12

図１-(a) 2001 年参院選における有権者と投票者の年代別構成 図１-(b) 2019 年参院選における有権者と投票者の年代別構成 

実際の年齢別投票率を用いる利点は、地域差(都道府県別)、世代差(５歳階級別)、その経年変化が明確にわ

かることである。ただし、総務省「年齢別投票率調」において都道府県別の元データは非公表であるため、私

たちは行政文書開示請求により情報収集した。また、総務省にも文書保管年限の過ぎた 2003 年以前の情報は

存在しないため、各都道府県の選挙管理委員会に情報提供を依頼した。 

その結果、若年層の投票率には地域差も大きいことがわかった。下の図２-(a)・図２-(b)を見ると、高齢者

の若者の投票率の格差は地域によってばらつきがあり、衆議院議員選挙(以下衆院選)・参院選の間でも若者と

高齢者の投票率の乖離傾向が傾向も異なることがわかる。一般に、投票の動機は、投票の限界便益が、その限

界費用を上回るからだと考えられており、その地域差にも着目して紐解く必要がある。 
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  図２-(a) 衆院選の若者投票率と老若差                       図２-(b) 参院選の若者投票率と老若差 

また、近年の若年層の投票意欲の低下を考える上では「政治的有効性感覚(Political Efficacy)」の観点

も欠かせない。日本の社会保障費の１人当たり現役世代向け支出に対し、１人当たりの高齢者向け支出は 15

倍である。2高齢者の構成比が高まるほど「高齢者優遇」の政策への支持は強まり実際の制度設計にも反映さ

れる。13したがって、若者は一票の影響力がないと感じる、つまり政治的有効性感覚が低い。14 15 若者の近

年の政治的有効性感覚を都道府県単位で検証している研究はなく、本稿が筆者の知る限り初の取組である。 

なお、今回、各県の選挙管理委員会に問い合わせ、都道府県別にデータ収集を行ったが、文書保存期限(10

年)を過ぎたデータはすでに廃棄されているケースも見られた。人口減少をすぐに改善するのが困難な今、

我々の分析は、年々下がっている若年投票率の要因を突き止め、今後の対策を考える上で必要性が高い。ま

た今回の分析には、何よりも時間がたつと廃棄されてしまう記録を残す意義もあると感じている。 

本研究では、各地域の特性を表す指標を説明変数、各都道府県の年代別の国政選挙の投票率を被説明変数

として最長で 2000 年以降の 14回の選挙結果をもとにパネルデータ分析を行った。 

 

２．分析の概要と分析方法 

５歳階級別の若者と高齢者の投票率をそれぞれ被説明変数とする。年齢階級間で有意な回帰係数の差が

生じる場合、年代ごとの投票率に差をもたらす要因を比較検証することができる。なお、投票率を時系列

で比較するため、近年の制度改正で有権者となった 18〜19 歳は除き、若者を 20〜24歳からとする。また、

一部の年次・都道府県では年齢区分の上限が 70 歳以上であり、80 歳以上を上限とする他の情報との定義

の整合性が取れないため、65～69 歳までの高齢者を分析する。 

 

1. 仮説 

説明変数は、先行研究から若者の投票率への影響が指摘されており、かつ都道府県別に比較可能な指

標を用いた。まず、地方財政の指標として、自治体内の収入額から需要額を引いた財政力指数、公債費、

１人当たり生活保護費を用いる。人々は地方の財政状況に危機感を感じるならば投票し、一方、失望感

が高まれば投票しない、という双方の可能性がある。また、これらの地方財政の指標に関する指標は各

地域の高齢化率と相関が高く、高齢者の投票率に影響すると予想する。 

次に、就業環境の指標として、１人当たり県民所得と有効求人数を用いた。１人当たり県民所得・有

効求人数は共に低いほど若者が危機感をもつならば投票する場合と、失望感が高まれば投票しない場合

の双方の可能性があると予想する。また、子育て環境の指標を取り入れることで、若者むけの政策の充

実度と投票率の関連を測ることができる。児童１人当たり教育費が多いほど、子育てに適した環境であ

る可能性が高い。子育てがしやすい環境が整備されていることは、若者向けの政策が充実していること

のひとつの要因であると考える。 
加えて、本研究独自の視点として、若者の政治的有効性・都道府県外との転入／転出者に関する指標

を説明変数に取り入れた。人口動態の指標として、高齢化率は若老有権者構成比を表し、高いほど若者

はシルバー民主主義に失望し投票に行かなくなる。若者層の転入者数及び人口規模を考慮した 20 代・30

代に占める転入者の割合は、多い地域ほど若者の地域への帰属感が薄く、若者の投票率にマイナスの影

響を与える。若者層の転出者数及び人口規模を考慮した 20 代・30 代に占める転出者の割合は、住民票

手続きを怠っている可能性が他世代に比べ高く、物理的な障害や手続きの煩雑さから無投票の割合を高

める。また、政治的有効性として、都道府県知事の特性に着目する。知事の年齢が高いほど政策のスピ

ード感が失われ若者の投票率にマイナスに有意になる。反対に年齢が若いほどメディアへの露出度が高

く若者の投票率が上がる。知事の任期が長いほど、候補者を推薦する団体からの得票が安定し(組織票)、
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若者・高齢者の比が小さくなる。知事交代のダミー変数は、知事変更年は組織票が弱いため、若者・高

齢者の投票率の比が大きくなる。 

 

2. 分析モデル 

2000 年度から 2019年度までの 47都道府県の統計データを用いて、被説明変数を衆院選(第 42 回〜第

48 回)と参院選(第 19 回〜第 25 回)の各都道府県の年代別投票率とし、説明変数を各都道府県の特性を

表す 12つの指標として、アンバランスドパネルデータ分析を行った。 

パネルデータ分析では、𝑌𝑖𝑡を第𝑖(𝑖 ＝1, 2,…,47)都道府県の t(𝑡 =2000, 2001,…, 2019)年度における

衆院選または参院選の各都道府県の年代別投票率、𝑋𝑗,𝑖𝑡(𝑗 =1, 2, …k)をその説明変数として、以下のよ

うな重回帰分析を行った。 

𝑌𝑖𝑡 = 𝛼 + ∑ 𝛽𝑗𝑋𝑗,𝑖𝑡 + 𝑢𝑖 + 𝜖𝑖𝑡

𝑘

𝑗=1

 

 𝛽𝑗は回帰係数、𝑢𝑖は都道府県毎に異なる individual effect を表し、𝑢𝑖を確率変数とみなすランダム

効果モデルで推定した。𝜖𝑖𝑡は誤差項であり、互いに独立に正規分布に従っているものとする。ランダム

効果モデルの推定では、「帰無仮説：ランダム効果は存在しない、対立仮説：ランダム効果が存在する」

とする仮説検定(Breusch-Pagan の LM検定)を行った。また、ランダム効果と説明変数の間の相関を検定

するために、「帰無仮説：ランダム効果と説明変数は無相関、対立仮説：ランダム効果と説明変数は無相

関でない」とする仮説検定(Hausman 検定)を行った。統計解析は R を用いて、仮説検定は有意水準５％

で行った。 

 

３．データセットの加工 

1. 被説明変数 

被説明変数である衆院選および参院選の年代別投票率は、各都道府県の選挙管理委員会から入手した。

都道府県別のデータ取得結果は巻末(７ページ)の補表１に示す。最終的に 35 都府県の分析可能なデー

タが集まり、分析デザインとして十分なサンプル数が得られたと考える。代表値をまとめた表２-(a)よ

り、年代別投票率は 20〜24 歳の 34.64％から 65〜69 歳の 75.73％へ、年齢が高いほど高くなることが

わかる。 

 

2. 説明変数 

説明変数については、SSDSE-2020B に加え、内閣府 経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベ

ース16、住民基本台帳人口移動報告、労働市場年報、知事ファイル／全国知事会17から入手した。各指標

の出典と加工方法を、表１に示す。衆院選と参院選の年次は異なるため、年次ダミーにより各選挙のダ

ミー変数とみなす。また、20 代・30代に占める転入／転出者の割合データが存在しなかったため、総人

口で割った転入／転出者の割合を代理変数として使用する。表２-(b)に代表値を示す。 

 

表１ 説明変数として使用した指標一覧 
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              表２-(a) 被説明変数の代表値               表２-(b) 説明変数の代表値 

  

また、説明変数として投入した９個の変数の経年変化(全国平均値の推移及び標準偏差)を図３-(a)〜

(i)に示す。各図の示す番号は都道府県と対応しており、補表１に示している。 

20年間を通じて減少傾向にあったのは、総人口に占める転出者の割合のみである。県民１人当たり生活

保護費、１人当たり公債残高、１人当たり県民所得、児童１人当たり公教育費は横ばいである。20〜39歳

人口に対する有効求人の割合は、リーマンショックの影響を受けて2008〜2010年にかけて大幅に減少した

が、その後はどの都道府県も上昇傾向にある。また、財政力指数は東京都や神奈川県、愛知県などの都市

圏の数値が高くなっている。いずれの都道府県も2008年頃を境に、2012年頃からは停滞していることが分

かった。 

 

 

図３-(a) 総人口            図３-(b) 有効求人数/若年層人口           図３-(c) 転出人口/総転入

 
図３-(d) 純転入(転入-転出)人口/総人口 図３-(e) 都道府県民１人当たり生活保護費    図３-(f)人口１人当たり公債残高 

Variable Mean Std.Dev Min Max

overall 34.64 6.53 21.49 65.38 N 349

between 3.43 28.29 39.30 n 34

within 5.66 19.99 62.41 T 10.2647

overall 40.73 7.80 23.88 63.10 N 345

between 4.68 32.83 50.60 n 34

within 6.25 28.25 60.83 T 10.1471

overall 47.30 8.84 25.81 72.13 N 346

between 4.99 37.41 58.08 n 34

within 7.32 28.75 67.24 T 10.1765

overall 53.07 9.78 32.67 84.16 N 342

between 5.67 42.02 64.53 n 34

within 8.07 36.18 72.71 T 10.0588

overall 57.93 10.27 36.91 82.09 N 346

between 5.81 45.56 69.04 n 34

within 8.61 40.23 78.52 T 10.1765

overall 62.28 9.80 35.22 86.12 N 342

between 5.90 48.45 73.07 n 34

within 8.10 43.04 80.49 T 10.0588

overall 66.29 8.65 39.94 86.89 N 346

between 5.05 52.91 76.44 n 34

within 7.21 48.45 84.16 T 10.1765

overall 69.29 8.10 43.45 89.58 N 342

between 5.17 55.28 78.33 n 34

within 6.55 52.98 86.46 T 10.0588

overall 73.20 7.50 48.50 89.71 N 346

between 4.26 62.50 81.28 n 34

within 6.38 57.14 88.95 T 10.1765

overall 75.73 7.18 47.89 94.40 N 346

between 4.28 63.25 83.97 n 34

within 5.98 59.31 94.89 T 10.1765

50－54歳

55－59歳

60－64歳

65－69歳

Observations

20－24歳

25－29歳

30－34歳

35－39歳

40－44歳

45－49歳
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 図３-(g) 人口１人当たり所得             図３-(h) 財政力指数          図３-(i) 児童１人当たり公教育支出 

 

４．結果 

 分析の結果を表３に示す。説明変数間の多重共線性(VIF)は全て５未満だった。 

 若者の投票率には①有効求人数/若年層人口、②転出人口/総人口、③人口１人あたり公債残高、④知事

任期が有意に関連していた。一方、高齢者の投票率には、①純転入人口/総人口、②人口１人あたり公債

残高、③人口１人あたり所得、④財政力指数が有意に関連していた。 

 

表３ 重回帰分析の結果 
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５．考察 

1.   結果の解釈 

 投票率の地域差についてまず全年代を俯瞰すると、１人当たり公債残高や１人当たり県民所得など、

経済に関する指標が大きく関連しており、これらが大きな地域差を説明する要因のひとつとなっている

ことが分かる。一方若者世代に対してのみ大きく影響を与えた変数は有効求人数に加え、総人口に占め

る転出者の割合、知事の任期といった様々な指標であり、経済的な指標だけでは十分な予測ができない

可能性を示唆している。 

投票率の年代差については、表３のパネルデータ解析の結果に基づいて考察した。知事の任期と有効

求人数、人口に占める転出者の割合の回帰係数はどれもマイナスであった。これらのうち知事の任期が

マイナスに有意であった理由としては、知事が固定されることで政治的有効性感覚は薄れ、多くの若者

が投票に行こうが行かまいが状況は変わらないと考えて投票に行かなくなることが考えられる。若者の

投票率を上げるためには、有効求人数がマイナスに有意であった理由としては、有効求人数が低い場合、

つまりその地域の経済が回らなくなってくると若者は危機感を感じて投票にいくということがいえる。

先にも述べたように、若者の投票率が低い要因の上位には「政治への関心の低さ」「仕事の忙しさ」がよ

く挙げられるが、今回の分析の結果を踏まえると若者はただ政治に関して興味がないのではなく、その

地域の政治的・経済的状況が比較的安定している時ほど、政治的有効性感覚を感じないことを強く意識

し始めるのだと考えられる。つまり、その地域の政治的・経済的状況が変化しつつある時は、政治的有

効性感覚の有無にかかわらず、投票という行動に移ると考えられる。また、転出人口の割合が若者の投

票率にマイナスに有意であった理由としては、帰属意識の高い若者が多い地域では、若者の政治的有効

性感覚が高く、多くの若者が投票に行くということがいえると考える。 

人口に占める転入者の割合は高齢者の投票率にマイナスに有意であった。その理由としては、人口に

占める転入者の割合が多い地域は、若者の出入りが多い都市部だと考えられ、その地域の住民の帰属意

識が低く、投票率の低下を招くと考えられる。当初の仮説では、転入者数は若者の投票率に影響すると

考えていたが、実際は高齢者の投票率への影響の方が大きかった。 

さらに、財政力指数、人口１人あたり所得はほぼ全ての年代の投票率において有意な変数であること

が分かった。つまり、地域の経済的状況は全年代の政治への関心に影響するといえる。また、公債費の

回帰係数はプラス、財政力指数の回帰係数はマイナスであることから、経済的に安定していない地域の

住民ほど危機感を抱いて、状況を変えるために投票に行くと考えられる。１人当たりの所得の回帰係数

はプラスであり、所得が高い地域ほど全体の投票率は高まることが分かった。仮説では、１人当たり県

民所得は低いほど、状況を変えようと思う危機感が強まり、投票率は上がると考えていたが、実際は個

人の経済状況が安定しているほど、政治に関心をもつ余裕が生まれるのだろうと考える。つまり、地域

の財政状況が不安定であるほど人々は投票に行くが、個人の経済状況に関しては安定しているほど投票

率が高まるのだといえる。 

投票率の経年変化についても、表３で示したパネルデータ解析の結果とその選挙が実施された経緯に

基づいて考察した。18全体の傾向として、2005 年と 2009年の衆院選の投票率が高い傾向にあり、2013 年

の参院選と 2014 年の衆院選議員選挙の投票率が低い傾向にあることが分かる。2005 年の選挙は、前年

の参院選で民主党の議席数が自民党の議席数を上回った結果を受けて気運が高まった時期に実施された。

また、2009年に実施された選挙は民主党が 308議席を獲得して自民党からの政権交代を実現した選挙で

ある。一方投票率が低かった 2013 年実施の選挙は、前年行われた衆院選において自民党が圧倒的な議席

数を獲得して政権を奪還してから初の国政選挙であった。これまでに考察した結果を踏まえると、前年

の選挙で自民党が圧勝したことを受け、今回の衆院選でも自民党が圧勝する空気が流れていたことから、

有権者の政治的有効性感覚が薄れ、投票率の低下につながったと考えられる。また 2014 年の選挙は安倍

晋三総理が政策の是非を問うために実施を決めたが、戦後最低の投票率を記録した選挙であった。表３

を見ても、20〜24 歳を除く全ての世代で投票率が大きく下がっていることが確認できる。また 20 代の

投票率について、投票率の高かった 2005年および 2009年の選挙に着目する。これらの選挙においては、

他の世代よりも 20代の投票率の方が増加幅が特段大きいことが分かる。全体投票率の上昇を狙うにあた

り 20代の投票率の上昇が重要であることをこの分析から明らかにすることができた。 

 

2.   本研究の強みと研究限界 

本研究の強みは、先行研究にはないデータセットを作り、分析した点である。単年度のデータではな

く過去 14 回の国政選挙の年代別投票率データを都道府県ごとに収集し、継時的な変化も考慮して投票

率を分析するは初めての試みだ。また、独自の指標として取り入れた政治的有効性を測るための知事に

関する指標から、有意な結果が得られたことも強みのひとつである。本研究は、今後データに基づく若

者投票率向上の政策を立案する上で、ひとつの基礎資料になると考えられる。  
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本研究の研究限界としては、①若者の投票率を決める決定的な指標は得られなかったこと、②毎年度

調査されていない変数を原則として解析に用いることができないなどデータの制約上サンプル数が限ら

れてしまったことが挙げられる。 

 

 

補表１ 分析に用いた年代別投票率データ 
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